平成２５年度第３回大阪府立学校結核対策審議会
日　　時：平成２６年２月１０日（月） １４：００～１６：００
場　　所：府教育センター　別館４階第７研修室
出席状況：６名（西上会長、高鳥毛委員、荘田委員、武本委員、大平委員、篠矢委員）
事務局　　大阪府教育委員会事務局教育振興室保健体育課長　真野
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主任指導主事　溝端
指導主事　本田
１　開会

２　挨拶　　　大阪府教育委員会教育振興室保健体育課長
[意見、質疑応答等]　　
３　報告事項
（１）平成２５年度府内公立学校での結核検診実施状況（小・中学生）について
　【事務局より説明】
　　　　昨年度の委員の意見から、調査用紙に「経過観察者の定義」及び精密検査の検査項目に「QFT」を入れた形で、市町村教育委員会に市町村立学校小中学生の状況調査を行った。調査結果から、以下について事務局が説明。
・定期健康診断における患者発見は無し
　　　　・精密検査要検討者数、受検者数、受検率
　　　　・精検受検項目内「その他」は全て「診察」であり、「QFT」を実施している市町
村は無し
　　・精検未受検者の理由

委員A：精度管理について、精検対象者数と精検受検者数の差の把握から、事務局におい
て、精度管理がかなりできていると感じている。未受検者の報告漏れがあるが
いかがか。

事務局：現時点では把握しておらず、確認する。

委員A：精度管理との意味から、１名でも漏らさず管理をお願いしたい。大阪府は結核高
まん延地域であるので、高まん延国の居住歴者の把握は非常に大事であること
から、このような取組みついては非常に評価したい。また、高まん延国該当者
数の精検対象者数と精検受験者数をみるとかなりの確率で精密検査を受検して
いる。今後、100％の受検率に向けてお願いしたい。

　委員C：精検要検討者数について空欄となっている市もあるが、なぜか。

　事務局：精検者の検討ということではなく、問診票により該当する項目があれば精検対象にしていると聞いている。そのため、精検要検討者数の部分が空欄となっている。

　委員C：その項目にチェックのあるものは全員、精検を受検していると考えてよいのか。

　事務局：よい。
委員D：精検要検討者数が空欄の市町村があれば、事務局が作成している表において、
精検対象者数に対し精検受検者数と差が大きくなり、誤解を招く表記となる。
空欄の市町村は別枠にするなど誤解を招かないよう表記を工夫してはどうか。

　委員F：事務局で表記の変更をよろしくお願いする。

　委員A：罹患率については、平成16年から平成24年の推移をみると、全国では23.3か
ら16.7とぐっと減っているが、その年によって増加している市町村もある。それに伴って精検受検者数が増えたのかそうでないのかということも、注意願いたい。
事務局：精検未受検者に対し、いずれの市町村でも苦慮しているのは、高まん延国からの入国で保護者への説明について通訳が必要な場合や、ネグレクト傾向など保護者の養育態度に問題が在る場合、不登校の場合等である。いずれにしても「法に定められた定健康診断」であることを踏まえ、粘り強い指導の上、学校の責任で精査受検をお願いしたい。

（２）府内の新登録結核患者の状況について
・「新登録患者数・罹患率年次推移」、
・「大阪府の年齢階級別新登録小児結核患者数の推移」
について、府健康医療部局の委員が以下を説明。
・罹患率について、全国は年々減少している。大阪府においても平成23年の28.0から平成24年の27.1に減少しており、全国同様に減少傾向である。
・小児結核の患者数については、平成22年、平成23年、平成24年と各年で５名の報告がある。ここ数年は同数の報告であるが、長期的にみると減少している。

委員A：大阪府では平成24年に２名の報告があがっている。学校検診外で見つかったも
のと考えて良いか。

委員C：府で把握している１例に関しては、結核高まん延国居住歴該当の方である。日本
で暮らしており、接触者検診をしても感染源は不明であった。

委員A：もう１名についてはいかがか。

委員C：管轄外であり、詳細はわからない。

委員A：実際の発症者数と学校での把握数に、ずれがないかと思い質問をした。

　委員C：学生については、保健所が把握していれば、このようなケースでは必ず学校と連
携して対応している。情報としてきちんと挙がっているか、そこは学校と情報
共有しながらやっていきたい。
（３）平成25年度府内公立学校における結核発生状況について

「府立学校児童生徒の発生状況」、
「市町村立学校における児童生徒の結核発生状況」、
「教職員の結核発生状況」について事務局から説明。
委員A：平成25年度府立学校における患者について説明があったが、生徒数における
有病率を出していただきたい。感染症等においても何に対してもそうであるが、
一方では有病率は上がっているが、他方で有病率は上がっていないことは、地
域の感染症の中では有り得ない。平成25年度において小中学生の結核患者がい
ない中、高校生が発生している原因を考える必要がある。小中学生と高校生で
異なる点は、健康診断において高校生１年生ではX線検診を実施しており、レ
ントゲンで発見されることがあること、小中学校においてX線撮影は実施しな
いため、それに代わる問診を適切に実施する必要がある。患者は出ていないと
言いながらも、見落としの可能性について疑いを持っておかなくてはならない。

　委員A：今回、報告のあった教職員の肺外結核の症例については、私自身はあまり診たこ
とがなかった。この教職員には相当負担がかかっていた可能性もあり、職務体
制の中で荷重負担がかかっていなかったどうかも、注意したらいかがか。

４　協議事項

・府立支援学校における結核検診問診票について（事務局から以下について説明）
問４「お子様が、過去２年以内に通算して半年以上、外国に住んでいたことがありますか？」において、過去の結核対策委員会において委員から、発病は「６ヶ月以上から２年以内に多いこと」等の意見から「過去２年以内」としているところ。今後は、文部科学省の様式同様に「過去３年以内」としたい。

　委員C：当初、文科省の３年以内を２年以内としたのは、大阪府の小中学生の在籍数が多
く、不要な精検者を出さないようにという意見が委員の中であったことによる
ものである。今回の小中学生の結核検診実施状況調査において、高まん延国居
住歴該当者数が、それほど多くないという状況であった。先程、報告があった
平成24年の府の小児結核患者については、結核高まん延国居住に関連している
こと等から、大阪府の問診票において、文科省の３年からあえて縮める理由が
ないのではないか。子どもに限らず外国人の登録患者数について、大阪市は毎
年30人程度でており、児童生徒で一番外国に関連するのは大阪市である。
　委員A：大阪市の精度管理に対して、事務局からこの委員会の内容を伝えていただきたい。
５　情報交換

　・各市町村の結核対策について、以下を事務局から説明
【アンケート調査結果】
・平成25年度に結核対策委員会を設置している市町村は31、設置なしは10。設置なしの市町村における対策について説明。

　　　　・結核検診問診票様式使用について、結核検診用として単独の様式を使用してい
　　　　　る市町村は35、保健調査票の内科項目の質問の中で結核の項目を独立させた様
式の使用は３市町、保健調査票の内科項目の質問の中に結核に関する質問を統
合させた様式の使用は２市、その他として１市であった。

　　　　・市町村において実施している結核検診実施の工夫点と課題、所管学校の結核対策、結核発症の対応について報告。

　委員A：課題において、宗教上の理由で精検を受けることができないと話があったが、レ
ントゲン撮影をしてはいけないという宗教があるのか。

　事務局：どのような宗教であるのかは、把握していない。
委員A：海外からの流入家族が増えている中で、対応はかなり苦慮されるかと思う。

　委員B：受診拒否者に対しては、結核になっても治る病気であること、早くみつかれば早
く治るのだというアプローチも大切である。

　委員D：報告のあった「委員会設置なし」の市町村の対策について、設置している市町
村と「設置なし」の市町村で「設置の仕方」が市町村によって異なっているの
ではないか。教育委員会や学校関係者とともに保健所と連携して設置している
市町村と、「設置なし」の市町村の境界が分かりにくい。

　委員F：その辺について、市町村からご発言いただきたい。

　委員A：文部科学省によって「委員会を設置しなくても良い」と法改正となった中、大阪
は高まん延地域であるので、対策委員会を引き続き設置し対策をしているとこ
ろであり、市町村においても特別の配慮をしていただいている。市町村におい
て配慮いただきたいのは、市町村レベルの発生状況や実施状況等のデータを、
医師にいつでも相談できる体制をとるだけでなく、会議を開かなくても病院の
医師や保健所の専門官に相談するなど、データを自分たちだけで判断せず、専
門家に示し意見をもらう等の対策をすることが重要である。
委員D：保健所が全てのことを把握し、患者が発生した時に感染者や発生者の管理をする必要があることは制度上決まっているが、地域保健と学校保健の連携の形を考えると、形式上だけで対策委員会を「設置している」というように単純に「設置あり」「設置なし」で分けるのではなくて、「設置あり」の中に、学校関係者だけで検討をしているのか、「設置なし」の対策にもあるように、病院医師や保健所の方も入れて検討しているのか、もう少し詳細に知ることができたらと思う。
　　　会長より、「設置なし」「設置あり」の市町村について、どのような実際の状況につ

いて、発言を求めた。
　　　　　【設置なし】

　　　　　　・病院の医師と連携している。
　　　　　【設置あり】
　　　　　　・医師会、学校関係者、医療部局の代表者、事務局による会議の構成。精検
　　　　　　　対象者数や結核検診実施状況について、把握に努めるとともに、次年度に
　　　　　　　向けて確認をしている。
　　　　　　・三師会からの代表、保健所から代表、学校関係者の代表にて構成している。

　
　事務局：市町村のアンケート調査結果より、家族が罹患した場合、保健所に問合せても
教えていただけないとの回答があった。個人情報保護の観点から、やはり難し
いのか。

　委員C：保健所が接触者健診をする中で、発病しているかわかっていない段階で、子ども
の学校に知らせるということを、保健所から伝える事は難しい。個人情報保護
の観点もあり、本人の意向を無視しているため、本人から学校へ伝えてもらう
ことが一番である。ただ、伝えることについてどこまでの必要性があるのか議
論されるところ。もちろん、発病しているのであれば話は別である。学校は情
報提供を希望するということか。
　事務局：本人から家族が罹患したと情報を得た場合、学校としては本人の情報だけで不
安な部分もある。
　委員C：例えば、家族が他の感染症に罹患しているからといって子どもの学校に情報を伝
えるかといったらそうではない。過去の事案にて、家族が罹患したので、一応
健診を行なうことを生徒が学校に伝えた際、その段階で学校に来ないでくれと
言われたケースがあった。発病していない状況で、心配ではあるかと思うが個
人の人権が逆に制限されたケースもあり難しい。

　委員A：実際に、保健所から個人情報である病歴情報を他の人に流すとことは、感染症法
に触れることであるだけでなく、病気に対しての差別につながることもある。
折衷案として接触者健診を受けた該当児について、検診結果が大丈夫であった
との情報については出せるのではないか。
　委員A：もし、該当児が結核にり患し発病していれば、学校では集団感染につながる可能
性がある。個人情報保護の観点、学校での集団感染を広げないとの観点から、
折衷案として、接触者健診を行なった結果、該当児が大丈夫であるとの結果に
ついて、学校が安心するのであれば情報を流すことは有りかと思う。保護者の
病状や具体的な情報を流すことは、医師の守秘義務や個人情報保護に抵触する
ので、難しい。

　委員E：学校の教員は思うほど結核の正しい情報を知らない。家族が結核になった場合、
子どもも接触者健診を受けるとなるとそれだけで不安になる。接触者健診の結
果「異常なし」であれば安心するが、結果がでるまでの間、接触者健診とはど
んなものであるのかという説明が必要になってくる。欲しい情報は、家族の病
状ではなく、この子どもが登校することや、集団の中にいても大丈夫かという
ことである。

委員C：結核のみか。

委員E：インフルエンザや麻しんは、まだ周知されている。結核については、集団感染
することや集団検診すること等から過敏に反応するのではないかと思う。

委員C：麻しん、インフルエンザ、O-157感染症など他の感染症もある中、なぜ、結
核だけが取り沙汰されるのか。
委員E：インフルエンザやO-157よりケース率の問題か、結核は珍しい。

　　【市より発言】

本市は対策委員会を設置しておらず内科校医に精検対象をお願いしているが、必要であれば学校保健会を通じて保健所と連携している。連携の中身は、問診票において「家族の罹患歴」に該当する場合、学校から保健所に確認はとれないので、家族の病　　　

状等についてではなく、該当児が接触者健診や指導を受けたことがあるのか教育委員会から保健所に文書で照会をかけ、回答してもらっている。
委員C：個人情報について、保健所から全ての市町村に通知することは、現状からする
と難しい。やはり、本人から伝えてもらうのが一番良いが、個別の案件では
異なるかと思う。個別で市町村から保健所へ情報を問いあわせる際は、家族
の同意はとられているかと思う。結核の調査については、個人の意向を無視
して情報を一律に流すことは、現状は難しい。ただし、学校と連携して一緒
に対策する必要がある時には、その限りではない。もちろん、まずは患者、
家族の同意を得ることが前提だが。
委員A：問診票から、既往歴云々の話がでればそれで良いが、検診機関から外れた時に
発病した人については、保健所は個人情報から学校へ情報を伝えることは難
しいため、そのような時には本人から学校へ一声かけてもらう。そうなれば、
学校や教育委員会から保健所に問い合わせがしやすい。

委員C：本人の同意を得ていないと、なかなか難しい。

委員F：今の場合は、問診票を活用しているため、問診票に該当する場合は、保健所に
問い合わせし、確認をする。

委員C：問診で書いてきている以上は、学校において本人の同意を得て、個別に保健所
へ一度問い合わせをしてもらってからの対応となる。
委員B：一般的には、病気が確定しないことを言うのはどうか。まだ病気ではないので、
その点が非常に難しい。病気でない場合は、診断書は出すことはできない。

【市より発言】
・質問３において該当する場合、本市では質問３の下欄に保健所への確認の同意の記入欄を設けている。同意を得た児童生徒について、教育委員会から保健所に連絡し確認をしている。保護者の同意を得たい場合は、そういった欄を設けてはいいのではないか。

　　　　　・本市でも、問診票の一番上に「家族の罹患歴について該当する場合は、場合
　　　　　　によっては保健所に問い合わせ照会させてもらうケースがあります。」という
　　　　　　様に明記している。

委員D：文科省のマニュアル作成の趣旨について、以前と比べて強調している点は、
地域保健と学校保健の連携の強化がコンセプトである。今、議論になってい
る接触者健診の対象者や家族中に結核患者がいるかとの情報については、通
常であれば学校は知り得ない情報であり、保健所は接触者に対して法律に定
められているとおり、適切な接触者健診や感染症の予防対策をする必要があ
る。ただし、保健所も発生届出があり登録して自分で調査する人についての
情報は把握をしているが、はっきりと診断されていない場合や、今回検討し
ている帰国子女についての情報については一切分からず、患者になって初め
て知る事ができる。保健所と学校の両方が持っている力を結集して地域の結
核対策をしていこうということが大きな趣旨である。日本も個人情報保護な
ど色々な法制度の仕組みが複雑に絡まっているが、協力して進めていってほ
しいという象徴が、この結核対策の委員会を設置するところになると思う。
今、言っているような個別の学校や教育委員会が抱えている問題を、委員会
の場で協議し現実的に枠組みを作っていってくれたら設置している意味があ
るのではないか。

委員A：学校保健と地域保健の連携をとるというところで、保健所が法的に逸脱しない
ような同意の取り方で、委員会の有る無しに関わらず市町村の中で話し合い
ができようにする等、１３保健所管轄で市町村の中で複数の保健所がまたが
っているのでなかなか話し合いが難しいかもしれないが、保健所にも結核対
策専門官がいるので、良い形での実現を目指していただきたい。

５　閉会　
